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論文
Chow Testによる公営事業民営化政策の効果検証
ー変数選択基準によるモデルの選択ならびに ChowTestを用いたモデルの構造
変化の検定： 沖縄電力およびH本たばこ事業の事例より一
秋
? ? 紀＊
要約
秋岡 (2003) においては、公営事業民営化政策の効果検証に CUSUM法および
CUSUMSQ法が用いられた。しかし、これはあくまでも視覚的な印象に依拠する分析手
法であり、定量的な統計的学的検定によるものではなかった。したがって、本論文の目的
は、公営事業民営化政策の経済効果に関して、定量的な検定法およびその効果の計測法を
追求し、以て当該論文の実証結果を補強することにある。
キーワード： AIC ; Average Cost Function ; Chow Test ; Cobb-Douglas Function ; Criterion of 
Variable Selection ; CUSUM ; CUSUMSQ ; Econometric Analysis ; Information Criterion ; 
OLSQ ; Privatization Policy ; Productivity ; Public Corporation ; Quantitative Analysis ; Recursive 
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1 はじめに
われわれは、秋岡 (1993a)以降10年以上の長きにわたり、さまざまな角度から、わが国
における公営事業民営化政策の経済効果についての実証研究を行なってきた。その一連の研
究過程の中で、直近の秋岡 (2003) においては、モデルの説明変数の選択基準を、それまで
の統計学的な有意性 (t値）重視から、それ以外の変数選択基準 (R2-Adjusted, AICおよび
SBIC)重視へと改め、以前の拙実証研究における実証結果との間に整合性があるかどうか
を確かめた。その結果は、「説明変数の選択基準を変更しても、以前の研究と実証結果は同
じである」ということであった。
ただ、上記・秋岡 (2003) における結論は、あくまでも視覚的な印象に依拠する CUSUM
法およびCUSUMSQ法によるものであって、定量的な統計的学的検定によるものではな
かった。なぜならば、上述のように、説明変数の選択基準から「有意性」を除外したことに
より、従来の如く、「民営化という一つの説明変数が、事業の生産性の向上に有意に影響を
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与えているかどうか」という形式での定量的検定が不可能になったためである。
したがって本論文の目的は、秋岡（2003）で使用した変数選択基準とデータとを踏襲しつ
つも、民営化の効果判定に関して、定量的な検定法およびその効果の計測法を追求し、以て
当該論文の実証結果を補強することにある。
この目的にもとづき、 まず第2章においては、 これまでの拙実証研究の概要と、その結論
および問題点の推移を述べることにする。上述・秋岡（2003）における分析手法について
も、 ここで詳述する。
次に、第3章においては、本論文におけるモデルとその採朋理由とを提示する。上述の通
り、本論文の基本モデルについては、秋岡（2003）で使用したものと同一のものである。併
せて、本論文における分析手法を説明する。
そして、第4章においては、第3章で提示されたモデルに実際のデータを適用して計量経
済学的な回帰分析を行ない、その結果を検討する。
最後に、第5章において、本論文における分析結果をまとめ、 これを以て結びとする。
2．問題の所在
2． 1 公営事業民営化の経済効果に関する拙実証研究の推移
公営事業民営化の経済効果に関する一連の拙実証研究の概要については、本論文末尾の表
2－1にまとめられている。以下に述べる事項の詳細については、当該表および各論文を参
照されたい。
われわれが公欝事業民営化の経済効果に関する実証研究に着手したのは、中曽根内閣
(1982-1987）および竹下内閣（1987-89〉による一連の公営事業民営化から数年が経過し
た1992年のことである。これは、民営化前と民営化後の比較分析をするために、民営化後の
データが最低限実証分析に耐え得る水準にまで蓄積されるのを待つ必要があったためであ
る。
研究の対象は、わが国におけるガス事業〔秋IM(1993a)]、たばこ事業〔秋岡(1993b)]、
および電気事業〔沖縄電力：秋岡(1993c))の3事業であった。このうちガス事業について
は、実際に民営化が行われたわけではなく、その研究の目的は、国内に混在する公営企業と
私営企業とのパフォーマンス（生産性）を計量的に比較することにより、民営化というもの
の効果を間接的に推測することにあった。
これらの研究における分析手法は、多変量回帰モデルを応用した計量分析であり、 ここか
ら得られた諸統計量を統計学的に検定することによって、果たして民営化が当該事業の生産
性の_|昊昇をもたらしたのかどうかを判定するというものであった。しかし、前掲3研究の紬
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論はすべて、「民営化による事業の生産性の上昇は認められない」ということをホしていた。
民営化というものは、事業全体の急変革を意味する言葉ではある。ただ、その効果の中に
は、企業体質の転換などのように、ー朝ータにしては成らず、長い期間を通じて漸次発揮さ
れて行くものが含まれていることも事実である。そう考えたわれわれは、事業民営化から短
期間しか経過していない時点で行われた前掲3研究のみで、その経済効果を結論付けるのは
拙速に過ぎると判断し、さらにデータを蓄積し持続的に研究を行なって行くことにした。
この趣旨にもとづいて行なわれたのが、表 2-1の秋岡 (2000)以降の 3論文である。ま
ず、たばこ事業を対象にした秋岡 (2000) においては、従前の秋岡 (1993b) よりサンプル
数は 8増えて43となり、また万全を期すために新たな計量経済学的メソッドを加えて民営化
の経済効果を判定した。しかし、結果は、秋岡 (1993b) と同じく、「民営化による事業の
生産性の上昇は認められない」というものであった。
次に、沖縄電力を対象にした秋岡 (2002) においては、従前の秋岡 (1993c) よりサンプ
ル数は 7増えて27となり、また秋岡 (2000) と同様、新たな計量経済学的メソッドを加えて
民営化の経済効果を分析した。そして、結果は秋岡 (1993c) とは全く逆となった。
すなわち、「統計学的な有意性」 (t値）を基準にして採用された最終モデルは、従前の特
殊な関数形から、経済理論と整合性のある Cobb-Douglas型1)へと変わり、そこから導かれ
た結論は、「民営化による事業の生産性の上昇が認められる」というものであった。このよ
うに、民営化後十数年が経過した時点での実証分析においては、同じ民営化政策でも、たば
こ事業と沖縄電力とで全く対照的な研究結果を示すに至ったのである。
確かに、対象事業によって民営化の経済効果に差が出ることはあり得ることである。しか
し、いやしくも一国の経済政策の効果を判定するのであるから、多角的に分析を行なう必要
があることもまた事実である。そう考えたわれわれは、秋岡 (1993a)から秋岡 (2002) ま
での一連の研究の分析過程を再覧してみることにした。
例えば、表 2-1に示すように、当該研究群においては、最終モデルの選択基準はすべて
「統計学的な有意性」 (t値）となっている。このプロセスを簡単に説明すると次の通りであ
る。
すなわち、まず、経済理論と整合性のある Translog関数2)などの一般的な基本モデルに
実際のデータを当てはめ、これに最小二乗法などの推定法を適用してモデルの各パラメター
の推定値を求める。次に、推定値の t値が所定の閾値を下回っているパラメターをすべてモ
デルから除外してこれを最終モデルとし、再び回帰分析を行なう。そして、そこから得られ
た推定結果にもとづいて結論を出す。したがってこの場合、分析に用いられる最終モデルの
選択基準は、「統計学的な有意性」 (t値）のみとなる。
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その結果、前述のように、各研究の最終モデルは、秋岡（2002）を除き、経済理論と整合
性のない「特殊な関数形」を示している。このことが、それまでの各研究における分析結果
に何らかの影響を与えているのではないだろうか。これがわれわれの第一の所見であった。
もっとも、 「統計学的な有意性」 （＃値） 自体は、通常の実証研究で使用されるごくオーソ
ドックスな基準であり、 これまで、 この基準を選択してきたことには何ら問題はない。た
だ、最近の計量経済学の発展に伴い、 「統計学的な有意性」 （ｵ値）以外にも、計量モデルの
選択基準が多数提唱されるようになった。その代表的なものは、R2-Adjusted,AIC,SBIC
およびRESEI､などの諸統計量である鯏'。
したがって、 これらの選択基準にもとづいて採用されたモデルによる分析も併せて実施
し、その分析結果をそれまでの各研究における結果と比較することが少なくとも必要ではな
いか。結果が同じであれば、これまでの研究結果は補強され、結果が異なれば、さらなる分
析が必要となる。これがわれわれの言う 「再覧」の趣旨であり、 これにもとづいて実施され
た研究が、秋岡（2003）であった。
本論文第1章ででも述べた通り、秋岡（2003）においては、対象を沖縄電力およびたばこ
事業の2民営化とし、最終モデルの選択基準を「f値以外の変数選択基準」
(R2-Aajusted,AIC,SBICおよびRESFI,）に改めた。その結果、選択された最終モデル
は、基本モデルと同じnanslog型平均費用関数（フル・モデル）で、これは経済理論との
整合性をも併せ持つものであった。
ただ、 「t値以外の変数選択基準」で選択されたモデルである以上、 これまでのように、
最終モデルの説明変数中に含まれる「民営化ダミー変数」の係数推定値の＃値および符号に
もとづいて民営化の影響を判定するという分析手法（ダミー変数法）は使用できなくなる。
そこで、当該論文での民営化の経済効果判定には、逐次残差の推移により平均費用関数の構
造変化を判定するCUSUM法およびCUSUMSQ法が使用された。
その結果は以下の通りであった。すなわち、沖縄電力については、民営化による事業の生
産性の上昇が認められ、－－方、たばこ事業については、それが認められないというもので
あった。これは、 「統計学的な有意性」 （#価）を最終モデルの選択基準としていた秋岡
(2002）および秋岡（2000）における結果と、全く同一のものであった。
2． 2 問題の所在
2． 1で述べたように、秋岡(2003)の分析結果は、それまでの拙実証研究を補強するも
のとなった。ただ、 そこで用いられたCUSUM法およびCUSUMSQ法は、あくまでも視覚
的な印象に依拠するものであって、定量的な統計的学的検定によるものではなかった。それ
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ゆえ、民営化の経済効果に関しても、その有無を判定することはできるが、果たしてそれが
いかほどかという定量的な計測を行なうことはできなかった。
したがって、本論文の目的は、沖縄電力およびたばこ事業の民営化を対象に、秋岡 (2003)
の最終モデル選択基準を踏襲しつつ、その効果の有無を定量的な統計学的分析によって判定
し、併せてその大きさを定量的に計測するということになる。
3. モデル
本章では、まず3.1において秋岡 (2003)の最終モデル選択の経緯を述べ、次に、 3.2
において本論文における分析手法およびモデルを説明することにする。
3. 1 秋岡 (2003) における最終モデル選択の経緯
秋岡 (2003) における最終モデルは、以下の対象事業別Translog型基本モデルから導出
されたものである。前述のように、その選択基準は、「統計学的な有意性」 (t値）ではなく、
「t値以外の変数選択基準」 (R2-Adjusted, AIC, SBICおよびRESET)に改められている。
なお、その詳細については、秋岡 (2003)の第3章および第4章を参照されたい。
3. 1 . 1 沖縄電力
3 . 1 . 1 . 1 基本モデル
ln(AC,/PM,) =瓜＋釦rJ)D,+ f3uRlnURげ邸nQ,+叫 n(PK,/PM,) 
＋凡ln(Pu!PM,)+ /3rlnT, + f3vpDP, 
+ /3QKlnQ,In (PK,/PM,) 
+ /3QrlnQ,ln(PulPM,) 
+ /3KL In (PK,/ P Mt) ln (P ul f叫
+ (1/2) /3Q OnQ,) 2 
+ (1/2) /3 KK ln (PK,/ PM) f 2 
+ (1/2) f3u lln(PulPMt)戸+Et 
ただし、 AC,: t期の企業の平均費用 (AC=C/Q,) 
c, : t期の企業の総費用
Q, : t期の企業の生産量
PM, : t期の中間生産物価格（原料価格）
DD,: t期の配電費ダミー
(3-1-1-1) 
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URI: オ期の企業の設備利用率
恥： ＃期の資本価格
凡： オ期の労働価格
” ： ＃期のタイム・ トレンド
DR:#期の完全民営化ダミー
EI:オ期の確率誤差項[E～N(0,U2)]
β ：推定するパラメター
（3-1-1-1）式が、沖縄電力の民営化の経済効果を分析するための基本モデルであり、
これをモデル0－1とする。以下、確認のため秋岡(2003)における記述を再掲する。
モデルO-1は、当該研究の主眼たる「民営化企業の生産性」を、計量経済学の手法を用
いて分析するために導出された経済モデルである。すなわち、 「生産性」の変動要因を検証
するため､右辺の｢完全民営化ダミー｣他の諸変数(説明変数)と､左辺の｢原料価格でデフレー
トされた平均費用)」(生産性；被説明変数)との因果関係を数式的に記述したものである。
当モデルの各変数に対象標本期間の実際のデータをあてはめ、最小二乗法に代表される計
量経済学の推定法をこれに適用して推定を行なえば、各パラメターβの推定値が得られると
同時に、その有意性を統計学的に検証することも可能となる。ここに至り、 「企業の生産性」
と、 「完全民営化ダミー」をはじめとする各説明変数との具体的な因果関係が定量的に提示
されることになる。
すなわち、当モデルの主眼は、 (3-1-1－1)式の各バラメターβを推定することにより、
沖縄電力の平均費用関数を求めた上で、係数βDPの符号および有意性を検証し、同社の完全
民営化が平均費用に及ぼした影響を分析するということにある。なお、使用したデータの出
典については、本論文末尾の「データ出典」を参照のこと。
3．1 ． 1 ．2基本モデルの推定結果
3.l.1.1で示した基本モデルに実際のデータをあてはめ、これに最小二乗法を適用して
各パラメターを推定したものが下記の3－1－－1－2式である。（推定値下のカッコ内はオ値）
ln(AQ/B")=-77.845+0.383DD’-0.1851nUR+16.6171nQ#
（-1.763）（6.378）（-0.733） （1.183）
-5.8431n(ar/B,,)
（-0.506）
＋3.794in(BJ/FM)-0.4351n露-0.047DP#
（0.422） （-0.745）（-0.790）
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+ l.006lnQ,ln (PK/f叫
(0.567) 
-0. 732lnQ,ln (凡/PM,)
(-0.528) 
-0.894ln (PK/ f叫ln(Pr/PM,)
(-0.970) 
-0.818/3応lnQ,)2 
(-0.741) 
+ 0.415 /3 KK ln (PK/ PM,) f 2 
(0.693) 
+ 0.634 /3 u ln (Pu! PM,) f 2 +€, 
(1.379) 
標本期間（サンプル数）： t =1, …, 27日972年---198年〕 27年間
SSR: 0.030 
D.W. (ダービン・ワトソン比）： 2.158 
d.f. (自由度）： 13 
炉 Adjusted: 0.9821 
AIC : -39.733 
SBIC : -30.662 
RESET : 0.342 
CUSUM : 0.252 
CUSUMSQ : 0.132 
3. 1 . 1 . 3 最終モデルの選択
259 
(3-1-1-2) 
秋岡 (2003)の第 3章で示した通り、 3.1.1.1の基本モデル（モデル0-1)の最後尾
から項を 1個ずつ除外していったモデルを、 Cobb-Douglas型に至るまで順次作成した。そ
して、これらモデル群に対して、「t値以外の変数選択基準」 (R2-Adjusted,AIC, SBIC) 
にもとづく統計量をそれぞれ算定し、比較検討を行なった。その結果選択されたのは、元の
基本モデル（モデル 0 1; 3-1-1-1式）であっ t~-。したかって、沖縄電力においては、
基本モデルがそのまま最終モデルとなった。
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3． 1 ． 2 日本たばこ事業
3． 1 ． 2． 1 基本モデル
－－－－ －ー
ln(AC/B")=B0+BQlnQi+"jrln(AY/FMr)
+BLln(B!/H",)+"n7}+βDf"E
+eQKInQ,1n(Brr/B")
+BQLlnQJn(B'/B,i)
＋βKxln(BKi/B")1n(Bj/B")
'r+＆ (3-1-2-1）
ただし、AG:#期の企業の平均費用(AC=CI/QI)
C : j期の企業の総費用
Q! :＃期の企業の生産量
恥： オ期の中間生産物価格（原料価格）
恥： オ期の資本価格
H：＃期の労働価格
餌 ： オ期のタイム・ トレンド
DB:r期の民営化ダミー
EI : オ期の確率誤差項[E～N(0,2)]
β ：推定するパラメター
3－1－2－1式が、臼本たばこ事業の民営化の経済効果を分析するための基本モデルであ
り、 これをモデルJ－1とする。当モデルの主眼については、本論文3．1．1．1と同様である。
なお、詳細については秋岡（2003）を参照のこと。 また、使用したデータの出典について
は、本論文末尾の「データ出典」を参照のこと。
3．1 ．2．2基本モデルの推定結果
3．1．2．1で示した基本モデルに実際のデータをあてはめ、これに最小二乗法を適用して
各パラメターを推定したものが下記の3-1-2-2式である。（推定値下のカッコ内は＃値）
ln(AQ/B,,)=-510.587+83.1801nQ!
（-4.203）（4.210）
+3.8511n(浪脇/〃ぬ
（1.363）
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-47.229ln (Pulf叫+0.940lnT,-0.108DPi 
(-3.241) (2.948) (-2.145) 
-0.235lnQ,ln (PK/ PM,) 
(-1.063) 
+ 3.989lnQtln (Pu! PM,) 
(3.442) 
+0.618ln (PK/ f叫In(Pr, If叫
(2.314) 
-3.530 /3QQ OnQ,) 2 
(-4.253) 
+0.138/3KKlln(PK/PM,)l 2 
(2.676) 
-1.115/3ulln(Prt/PM,)l2+ c, 
(-2.041) 
標本期間（サンプル数）： t =l, …, 43日955年----1997年〕 43年間
SSR: 0.037 
D.W. (ダービン・ワトソン比）： 1.508 
d.f. (自由度）： 31 
応 Adjusted: 0.906 
AIC : -78.738 
SBIC : -68.171 
RESET : 4.506 
CUSUM : 0.392 
CUSUMSQ : 0.157 
3. 1 . 2.3 最終モデルの選択
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(3-1-2-2) 
本論文3.1.1.3と同様にして、 3.1.2.1の基本モデル（モデルJ-1)の最後尾から項
を1個ずつ除外していったモデルを、 Cobb-Douglas型に至るまで順次作成した。そして、
これらモデル群に対して、「t値以外の変数選択基準」 (R2-Adjusted,AIC, SBIC)にもと
づく統計量をそれぞれ算定し、比較検討を行なった。その結果選択されたのは、元の基本モ
デル（モデルJ-1;3-1-2-2式）であった。したがって、たばこ事業においても、甚本
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モデルがそのまま最終モデルとなった。この詳細については、秋岡 (2003)の第 3章および
第4章を参照のこと。
3.2 本論文における分析手法およびモデル
3. 2. 1 秋岡 (2003) における分析手法の再覧一問題の所在
秋岡 (2003) においては、民営化の経済効果を分析するために CUSUM法および
CUSUMSQ法が用いられた。なぜならば、本論文第 1章および第 2章で述べたように、
3.1において示した基本モデルは、「パラメター推定値の統計学的な有意性」 (t値）という
選択基準で選ばれたものではないため、「民営化ダミー変数」の係数推定値の符号および有
意性にもとづいて民営化の経済効果を判定する従来の手法（ダミー変数法）を用いることが
できなかったためである。
なお、 CUSUM法 ・CUSUMSQ法とは、本論文3.1に示した経緯で選択された最終モデ
ルに実際のデータをあてはめ、これに最小二乗法を適用して結果算定された逐次残差のプ
ロットから、モデルの経時的構造変化を読み取るというものである。すなわち、民営化を境
として企業の平均費用関数に構造変化が生じたならば、この逐次残差は特徴的な軌跡を示す
ことになるので、これにもとづいてその有無を判断しようというものである。
その結果は、本論文2.1で述べた通りであった。すなわち、沖縄電力については、民営
化による事業の生産性の上昇が認められ、一方、たばこ事業については、それが認められな
いというものであった。これは、「統計学的な有意性」 (t値）を最終モデルの選択基準とし
ていた秋岡 (2002)および秋岡 (2000) における結果と、全く同一のものであった。この分
析過程の詳細については秋岡 (2003)を参照されたい。
ただ、本論文2.2で述べた通り、そこで用いられた CUSUM法および CUSUMSQ法は、
あくまでも視覚的な印象に依拠するものであって、定量的な統計的学的検定によるものでは
なかった。それゆえ、民営化の経済効果に関しても、その有無を判定することはできるが、
果たしてそれがいかほどかという定量的な計測を行なうことはできなかった。
3.2.2 本論文における分析手法
3.2.1で述べたように、今われわれが民営化の効果検証に関して求められているのは、
ダミー変数法に代わる定量的な分析手法である。そのうちの一つがChowTestである。こ
れは、標本期間中にモデルに構造変化が生じたかどうかを統計学的に検証する分析手法であ
る。
具体的には、構造変化があったと思われる期で標本期間を分割してそれぞれ別々に回帰分
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析を行ない、そこから得られる統計量を分割前のものと比較することによって、分割による
モデルの適合度向上の有無を定量的に判断するというものである。この ChowTestの手法
を用いれば、「民営化を境として、企業の平均費用関数のパラメターに変化が生じているか
どうか」といった定量的な検定を、個々のパラメター推定値のt値にもとづかずに行なうこ
とができるようになる。
本論文3.1で示した秋岡 (2003)の基本モデル（兼最終モデル；本論文3-1-1-1式お
よび3-1-2-1式）にもとづいて説明すると、ダミー変数法は、民営化による定数項の変化
（すなわちモデルの垂直シフト）のみを検証する手法である。一方、 ChowTestは、全パラ
メターの一斉変化を包括的に検証する手法である。これを図示すれば、それぞれ本論文末尾
の図3-1 (ダミー変数法）および図3-2 (Chow Test)のようになる。
3.2.3 本論文におけるモデル
3.2.2で示した通り、 ChowTestを行なう場合には、民営化ダミー変数 (DPt) を使用す
る必要がなくなる。したがって、本論文で使用するモデルは、秋岡 (2003)の基本モデル
（兼最終モデル；本論文3-1-1-1式および3-1-2-1式）から、それぞれ民営化ダミー
変数項を除外したものになる。具体的には、下記の通りである。
①沖縄電力の完全民営化に関する基本モデル
ln(AC/PM1) =凡+/3nJJD1 + f3uRlnUR1十んlnQ1十凡ln(PK/PM1) 
＋凡ln(Pu!PMt)+ !3rlnTt 
+ /3QKlnQ1ln (PK/ PMt) 
+ /3QLln Qtln (Pu! P Mt) 
+ /3KLln (PK/ PMt) ln (凡/PMt)
+ (1/2) f3Q (lnQ1) 2 
+ (1/2) /3 KK ln (PK/ PM1) f 2 
+ (1/2) f3u lln(Pu!PM1)戸十 Et (3-2-3-1) 
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②たばこ事業の民営化に関する基本モデル
ln(AC/PMt) =凡＋邸叫＋叫n(PKtfPMt) 
＋凡In(PLtl PMt) +かlnI'r
+ /3QKinQtin (PK/PMt) 
+ /3Qrln Qtln (PLt/ P Mt) 
+ /3KLln (PK/PMt) In (PLt/PMt) 
+ (1/2) f3QQ (InQt) 2 
+ (1/2) /3 KK ln (PK/ PMt) f 2 
+ (1/2) f3u ln (PLt/PMt)戸＋も (3-2-3-2) 
ただし、各変数およびパラメターの詳細については、本論文3-1-1-1式および3-1-2
-1式の項を参照のこと。
3 . 2 . 4 Chow Testについて
Chow(l983)および和合・伴 (1996) によれば、 ChowTestとは以下のような統計学的検
定のことである。
まず、 3.2.3の本論文におけるモデル (3-2-3-1式および3-2-3-2式）を使用して、
全標本期間（沖縄電力： 1972-98年，たばこ事業： 1955-97年）を対象に、本論文3.1. 1. 2 
および3.1.2.2と同様のパラメター推定を行なう。
次に、各民営化（沖縄電力： 1988年，たばこ事業： 1985年）を境として標本期間を分割
し、上記と同じモデルによってそれぞれの標本期間別のパラメターの推定を行なう。
そして、各推定作業によって得られた 3つの残差二乗和 (SSR)から、データのモデルヘ
のあてはまりは、全標本期間を対象にしてパラメターの推定を行なった場合の方が良いの
か、あるいは民営化を境に標本期間を分割して別々に推定を行なった場合の方が良いのかを
統計学的に検証するのである。
このため、「民営化は対象企業の平均費用関数に構造変化を全くもたらさなかった。」、言
い換えれば「民営化を境にして標本期間を分割しても、標本分割前と平均費用関数の構造
（パラメター）は同じである。」という帰無仮説を立てる。和合・伴 (1996)ででも述べられ
ているように、これがもし真であれば、下記の統計量Gは自由度 (K,T-2K)のF分布にし
たがうことが知られている。
ca= 〔{SSRr- (SSR71 + SSRT2月/K〕/{ (SSR71 + SSR72) / (T-2K)} (3-2-4a) 
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ただし、 Ca : 検定の対象となる統計量
SSRr : 全標本期間を対象としたパラメターの推定で得られた残差二乗和
SSRn: 民営化前の期間を対象としたパラメターの推定で得られた残差二乗和
SSR72: 民営化後の期間を対象としたパラメターの推定で得られた残差二乗和
T : 全標本数（沖縄電力： 27, たばこ事業： 4.3) 
K : モデルのパラメターの数（沖縄電力： 13, たばこ事業： 11) 
しかし、対象2民営化のうち、沖縄電力については、民営化後の標本数 (11)が、推定す
るパラメターの数 (13)を下回っているため、 3-2-4a式のSSRT2の算定が不可能となる。
このように、標本期間を分割すると自由度不足のためにどちらか一方の標本期間のパラメ
ター推定が不可能になる場合には、下記の統計量G を代用することができる。和合・伴
(1996)によると、前述の帰無仮説が真であれば、この Gは、自由度 (T2,T1-K)のF分布
にしたがうことが知られている。
Cb = { (SSRT -SSR州/T2}/{SSRn/(T1―/()} (3 -2 -4 b)
ただし、 Cb : 検定の対象となる統計量
SSRT : 全標本期間（沖縄電力： 1972-98年）を対象としたパラメターの推定で
得られた残差二乗和
SSR71: 民営化前の期間（沖縄電力： 1972一 87年）を対象としたパラメターの推
定で得られた残差二乗和
T1 : 民営化前の標本数（沖縄電力： 16) 
Tz : 民営化後の標本数（沖縄電力： 11) 
K : モデルのパラメターの数（沖縄電力： 13) 
したがって、本論文においては、沖縄電力民営化の効果検証に関して統計量Cb(3-2-
4b式）を、また、たばこ事業民営化の効果検証に関して統計量Ca(3 -2-4 a式）を、
それぞれ用いるものとする。
なお、本論文におけるモデル (3-2-3-1式および3-2-3-2式）の各パラメターを実際
に推定した結果および諸統計量については、本論文末尾の表4-1および表4-2に示されて
いる。
4. 実証分析
本論文 3• 2 • 3の各モデルの推定結果および諸統計量については、表4-1 (沖縄電力）
および表4-2 (たばこ事業）の通りである。
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4.1 Chow Test 
本論文 3.2. 4で示した Chowの統計量は、各民営化について下記の通りとなる。なお、
式中の各変数の定義については 3.2.4を参照のこと。
① 沖縄電力
3.2.4で述べたように、沖縄電力については、民営化後の標本数 (11)が、推定するパ
ラメターの数 (13)を下回っているため、下記の統計量C が用いられる。
C6 = { (SSRr -SSR州IT:叶/{SSRn/(T1 -K)} =5.525 いF.10(11, 3) = 5.222〕
このように、統計量 C6(5.525)は、有意水準10%での自由度 (11,3)のF統計量の閾値
(5.222)を超えている。したがって、「民営化は沖縄電力の平均費用関数に構造変化を全く
もたらさなかった」、すなわち、「民営化前と民営化後とで同社の平均費用関数のパラメター
に変化はない」という帰無仮説は、有意水準10%で棄却される。
つまりこれは、 1988年の同社の完全民営化が、同社の平均費用関数の構造変化をもたらし
たということを示している。つまり、全標本期間 (1972--1998年）を 1本のモデルで推定す
るよりも、表4-1の「分割後」の項にあるように、完全民営化 (1988年）を境に標本を分
割し、それぞれ別のモデルで推定した方が、計量経済学的な意味でモデルのあてはまりが良
いということになる。
なお、この実証結果は、秋岡 (2002)〔t値基準でモデル選択；ダミー変数法およびChow
Test〕および秋岡 (2003)〔変数選択基準でモデル選択； CUSUM法およびCUSUMSQ法〕
におけるそれと一致する。
ちなみに、沖縄電力の完全民営化が同社の平均費用関数にいかなる構造変化をもたらした
かということに関する定量的な計測については、 4.3において行なう。
② たばこ事業
Ca= 〔{SSRr- (SSRn+SSR冗） }!K〕/{ (SSRn+SSRn) / (T-2K)} = 1.447 
〔く F.1。(11,21)= 1.896〕
このように、統計量 Ca(1.447) は、有意水準10%での自由度 (11, 21)のF統計量の閾
値 (1.896)を下回っている。したがって、「民営化はたばこ事業の平均費用関数に構造変化
を全くもたらさなかった」、すなわち、「民営化前と民営化後とで同社の平均費用関数のパラ
メターに変化はない」という帰無仮説を、有意水準10%で棄却できない。
つまりこれは、 1985年の同事業の民営化が、同社の平均費用関数の構造変化をもたらさな
かったということを示している。つまり、全標本期間 (1955--1997年）を 1本のモデルで推
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定した場合と、民営化 (1985年）を境に標本を分割し、それぞれ別のモデルで推定した場合
とを比較しても、標本期間を分割した方が計量経済学的な意味でモデルのあてはまりが良い
とは言えないということになる。
この実証結果は、秋岡 (1993b)〔t値基準でモデル選択；ダミー変数法〕，秋岡 (2000)〔t
値基準でモデル選択；ダミー変数法およびChowTest)および秋岡 (2003)(変数選択基準
でモデル選択； CUSUM法およびCUSUMSQ法）におけるそれと一致する。
4. 2 (参考）秋岡 (2003) における最終モデルと本論文における基本モデルとの、変数
選択関連諸統計量の比較
3.2.3ででも述べた通り、本論文における基本モデル (3-2-3-1式および3-2-3-2
式は、秋岡 (2003)における最終モデル（兼基本モデル；本論文3-1-1-1式および3-1-
2-1式）から、それぞれの民営化ダミー変数項を除外したものである。これは、 ChowTest 
を実施するために便宜的に行なわれたものである。念のため、両モデルの変数選択関連諸統
計量 (R2—Adjusted, AIC および SBIC) を本論文の 3.1.1.:~. 3.1.2.2, 表4-1および
表4-2より抜粋し比較すると、下表のようになる。なお、変数選択基準の問題は、すでに
秋岡 (2003)において詳細に検討が行なわれている。また、 F表には、標本が相互に全く異
なるモデルが含まれている。したがって、この比較はあくまでも参考である。
①沖縄電力
統計量 だ—Adjusted AIC SBIC モデル
秋岡 (2003)における最終モデル
0.982 -39.733 -30.662 （本論文3-1-1-1式）
本論文における基本モデル
0.983 -40.101 -31.678 (3-2-3-1式；標本分割前）
同上 完全民営化即 0.992 -38.735 -33.713 
(3-2-3-1式；
完全民営化後＊標本分割後）
＊完全民営化後の標本数がパラメター数を下回っているため、同期間のパラメター推定値および諸統計量は
算定されない。
②たばこ事業
こ 量 だ—Adjusted AIC SBIC 
秋岡 (2003)における最終モデル
0.906 -78.738 （本論文3-1-2-1式） -68.171 
本論文における基本モデル
0.895 -76.763 (3-2-3-2式；標本分割前） -67.077 
同上 民営化前 0.929 -53.368 -45.661 
(3-2-3-2式；
標本分割後） 民営化後 0.918 -46.016 -42.909 
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4. 3 (参考）民営化の経済効果の計測について
4. 3. 1 計測方法の検討
4. 1において、本論文の研究対象2事業のうち、沖縄電力については、民営化を境に平
均費用関数の構造変化が認められるとの分析結果が得られた。では、それによる経済効果は
いかほどなのであろうか。本節においては、それを定量的に計測する方法について検討を行
なう。
もし、本論文の最終モデルが、ダミー変数法にもとづく 3-1-1-1式であったとすれば、
計測は全く容易である。なぜならば、 3-1-1-1式にもとづいて推定された3-1-1-2式を
完全民営化ダミー変数DPtで偏微分した偏微係数 (PDP)が、そのまま「平均費用の完全
民営化弾力性」となるからである凡これは、当該式左辺の「原料価格によってデフレート
された平均費用」が、完全民営化によって何％変化したかを示す指標であり、 3-1-1-2式
より、それは、ー4.7%である。
しかし、本論文にける分析手法は、ダミー変数項を除外した基本モデルを用いる Chow
Test法である。したがって、本論文においては、上記の計測手法は使用できない。
そこで考えられるのは、完全民営化前の標本で推定された平均費用関数を完全民営化後に
も延伸した場合の平均費用の予測値と、完全民営化後の標本で推定された平均費用関数によ
る平均費用の推定値とを比較し、それを定量的に検討することである。これを図示すれば、
本論文末尾の図4-1のようになる。
ただ、本論文3.2.4で述べた通り、沖縄電力については、完全民営化後の標本数 (11)
が、推定するパラメターの数 (13) をF回っているため、完全民営化後の標本では平均費用
関数を推定することはできない。
この場合、次善の策として挙げられるものは、「完全民営化後の標本で推定された平均費
用関数による平均費用の推定値」に代えて、「完全民営化後の平均費用の実績値」を使用す
ることである。これを図示すれば、図4-2のようになる。
なお、当然のことながら、実績値は観測誤差を含んでいる。したがって、このように計測
された民営化の経済効果は、各年次によって大きなばらつきを持つことが予想される。
4.3.2言十洞l
4.3.1で述べた通り、民営化による経済効果として計測するのは以下の指標である。
E =l t -exp (y t) I exp (yt) = l -exp (y t -Yt) (4 -3 -2) 
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ただし、 Et:算定する指標（完全民営化後の各年度ごとに算定される）
exp (・) : 指数関数 (expは自然対数の底）
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Yt: 完全民営化前の標本で推定された平均費用関数を、完全民営化後に延伸し
た場合の、 t期の平均費用5)の予測値（図4-:2参照）
yぃ完全民営化後の平均費用5) の実績値（図 4-:~ 参照）
すなわち E,は、民営化後の平均費用が、民営化前の平均費用関数にもとづいて予測され
たものと比較して、どれぐらいの割合で変化したかを示す指標である5)。したがって Etは、
民営化による年度ごとのコスト変化率を示している。
瓦の算定値の一部を示すと下表のようになる。
（参考）沖縄電力の完全民営化の経済効果（コスト変化率）
＼ 指標 完全民営化後 （参考）秋岡(2002)の結1988 1995 1998 (1988-98) 果(Cobb-ミDーou変gl数as法型）関平均 数；ダ
％ ％ ％ ％ ％ 
E, -16.36 -23.92 0.90 --41.53 -20.10 
上表のように、凡は年度ごとのばらつきが激しい。これは、沖縄電力の場合、 4.3.1で
示した理由により、図4-2のように、平均費用の実績値を計算に使用しているからである。
したがって、この計測結果は、あくまでも参考である。
5. 結論
5. 1 本論文における結論
第4章までの議論をもとに、本論文における結論をまとめると、本論文末尾の表5-1の
ようになる。
すなわち、 ChowTset法にもとづいて民営化の経済効果を定量的に検定したところ、沖縄
電力の完全民営化 (1988年）については効果が確認され、一方、 8本たばこ事業の民営化
(1985年）については効果が確認できなかった。そして、これは過去の拙実証研究群と同じ
結論であった。また、あくまでも参考ではあるが、同社の完全民営化の経済効果の定量的計
測も併せて行なわれた。
したがって、本論文の冒頭に述べた執筆目的は、ひとまずここで達成されたことになる。
5.2 今後の課題
5.1で述べた通り、本論文においては、民営化の経済効果を定量的に検定することはで
きた。しかし、それを定量的に計測することについては、あくまでも参考に留めた。
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なぜならば、本論文4.3で述べた通り、計測の対象とされた沖縄電力の場合、民営化後
の標本数が足らず、このため厳密な計量経済学的手法にもとづく定量的計測ができなかった
からである。したがって、民営化の経済効果については、データのさらなる蓄積を待って、
引き続き研究を続けて行く必要があると考える。
以上
＊ 本研究は、平成14年度関西大学頂点領域研究助成金によって行なわれた。特にここに記
して、当大学への謝意を表するものである。
注記
1) Cobb-Douglas型関数の詳細については、当該論文およびDouglas(1948)を参照のこと。
2) Translog型関数の詳細については、当該論文群およびChristensen他 (1973)を参照のこと。
3) この4統計量の全般的な解説については和合・伴 (1996)を参照されたい。なお、 AICの詳細についてはAkaike
(1969)を、 SBICについては Schwarz(1978)を、 RESETについては、 Ramzey(1974)を併せて参照のこと。
4)詳細については、秋岡 (2002) 4. 4を参照のこと。
5)本論文中で通常用いられている「平均費用」を厳密に読み替えれば、 3-2-3-1および3-2-3-2式の各左辺の
通り、「平均費用（原料価格デフレート後）の自然対数を取ったもの」となる。そして、この読み替えは、当該
箇所以外に出てくる「平均費用」にも共通して適用されるべきものである。
したがって、図4-1および4-2における「被説明変数」（縦軸）も、上記の通り読み替えるべき数値であっ
て、決して実際の平均費用（原料価格デフレート後）のことを意味していない。一方、 4-3-2式のEは、実際
の平均費用（原料価格デフレート後）にもとづいて算定されたものである。
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（被説明変数）
In(ACt/PMt) 
伽pl 
?
推定された平均賣用関数（実線部分）
I ---1~l PnP 三と共
In Qt他（説明変数）
民営化前 民営化後
＊上図は、本来多変量の回帰分析を、あくまでも便宜的に2次元に投影したものである。
図3-1 ダミー変数法のイメージ
（被説明変数）
In(ACt/PMt) 分割推定された平均費用関数（実線部分）
?
‘‘’ 
??
． ， ?? ?
ln Qt他（説明変数）
民営化前 民営化後
＊上図は、本来多変量の回帰分析を、あくまでも便宜的に2次元に投影したものである。
図3-2 Chow Testのイメージ
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（被説明変数）
In(ACt/PMt) 
完全民営化前の標本で ： 
推定された平均費用関数 l
を完全民営化後にも延伸：
した場合の平均費用の ! -ヽ、‘
＼ 
予測値の軌跡 ： 
（点線：y1) 
!/ 
＼ 完全民営化の経済効果
?
~ 完全民営化後の標本で
推定された平均費用関
数による平均費用の推
定値の軌跡
（実線：炉）
1n Qt他（説明変数）
完全民営化前 完全民営化後
＊上図は、本来多変量の回帰分析を、あくまでも便宜的に2次元に投影したものである。
図4-1 民営化の経済効果の計測（イメージ）
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? ? （各点： y) 
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ln Qt他（説明変数）
完全民営化前 完全民営化後
＊上図は、本来多変量の回帰分析を、あくまでも便宜的に2次元に投影したものである。
図4-2 民営化の経済効果の計測（民営化後の平均費用関数の推定が不可能な場合；イメージ）
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表5-1 本論文における結論
①沖縄電力の完全民営化 (1988年）
＼ 項H 本論文 （参考）過去の拙実証研究＊秋岡 (2003) 秋岡 (2002) 秋岡 (1993c)
標本期間 1972~1998 (27) 1972-1998(27) 1972-1998 (27) 1972~1991(20) 
（標本数） 〔秋岡 (2002) と同 〔秋岡 (2002) と同
ーのデータを使用〕 ーのデータを使用〕
推定法 最小二乗法 最小二乗法 最小二乗法 最小二乗法
(OLSQ) (OLSQ) (OLSQ) (OLSQ) 
モデルの採用基準
(R2変ー数Ad選ju択ste基d,準
変数選択基準 統計学的な有意性 統計学的な有意性
(R: ーAdjusted, (t値） (t値）
AIC, SBIC) AIC, SBIC) 
採用されたモデル Translog型 （当該Tr論an文sloのg型モデ Cobb-Douglas型 特殊な関数形（本論文の3-2-3 〔秋岡(2003)の2.2.1
-1式） ル0-1) を参照のこと）
モデルの経済理論
との整合性（ある ゜ ゜ ゜ X 場合に0)民営化の経済効果 ゜ ゜ ゜ X （ある場合に0) 〔Chow-Test(B)法 (CUSUM・ 〔ダミー変数法に （ダミー変数法ににもとづく〕 CUSUMSQ法にも ChowTest(B)法も F-Test法も併用）
とづく） 併用）
上記の計測値 （参考） -20.10% 
（コストの変化率） -41.53% （計測せず） （ダミー 変数法）
完全民営化後平均
＊過去の拙実証研究の詳細については、本論文末尾の表2-1を参照のこと。
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②たばこ事業の民営化 (1985年）
~ 本論文 （参考）過去の拙実証研究＊秋岡 (2003) 秋岡 (2000) 秋岡 (1993b)
標本期間 1955-1997(43) 1955-1998(43) 1955-1997 1955-1989 
（標本数） 〔秋岡 (2000) と同 〔秋岡 (2000) と同 (43) (35) 
ーのデータを使用〕 ーのデータを使用〕
推定法 最小二乗法 最小二乗法 最小二乗法 最小二乗法
(OLSQ) (OLSQ) (OLSQ) (OLSQ) 
モデルの採用基準 変数選択基準 変数選択基準 統計学的な有意性 統計学的な有意性
(R2 -Adjusted, (R2ー Adjusted, (t値） (t値）
AIC, SBIC) AIC. SBIC) 
採用されたモデル Translog型 （当該Tr論an文sloのg型モデ 特殊な関
数形 特殊な関数形
（本論文の3-2-3 〔秋岡(2003)の2.2.2 〔秋岡(2003)の2.2.2
-2式） ルJ-1) を参照のこと） を参照のこと）
モデルの経済理論
との整合性（ある ゜ ゜
X X 
場合に0)
民営化の経済効果 X X X X 
（ある場合に0) 〔Chow-Test(A)法 (CUSUM・ 〔ダミー変数法に （ダミー変数法に
にもとづく〕 CUSUMSQ法にも Chow Test (A)法を F-Test法も併用）
とづく） 併用）
＊過去の拙実証研究の詳細については、本論文末尾の表2-1を参照のこと。
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